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「重要事項」についてのご説明 

本補助金に係る重要事項は以下のとおりです。必ず御確認のうえ申請をお願いします。 

 

１ 本事業は「熊本県補助金等交付規則（昭和56年熊本県規則第34号）」及び「熊本県商工労働補

助金等交付要項」、「熊本県事業承継・後継ぎ支援事業補助金交付要領（以下「交付要領」とい

う。）」に基づき実施します。 

補助金の不正受給が行われた場合には、補助金交付決定の取消・返還命令等を行うことがあ

ります。 

なお、申請書類の作成・提出に際しては、公募要領様式において「申請書類の記載内容は真

正である」旨を誓約いただきますので、事実と異なる記載内容での申請とならないよう、十分

に御注意ください。 

２ 「補助金交付決定通知書」の受領後でないと補助対象となる経費支出等はできません。 

申請の際は、「交付申請書」と「事業計画書」を御提出ください。その後、補助金の交付

（支払い）対象事業の実施を正式に認める「交付決定通知書」が送付されます。 

補助金の対象となる発注・契約・支出行為は、「補助金交付決定通知書」受領後から可能と

なります。 

※「交付決定通知書」受領前の発注・契約・支出行為は、補助対象外となりますので御注意

ください。また、支出行為は原則銀行振込でお願いします。 

３ 補助事業の内容等を変更する際には事前の承認が必要です。 

補助事業は、交付決定を受けた内容で実施いただくものですが、補助事業を実施する中で、

補助事業の内容等の変更が必要な場合には、補助事業の交付の目的に沿った範囲内で、予め

（発注・契約・支払い前に）、「変更承認申請書」を提出し、承認を受けなければなりませ

ん。 

４ 補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がない場合、補助金は

受け取れません。 

補助事業の終了後は、補助事業で取り組んだ内容を記載した実績報告書および支出内容のわ

かる関係書類等を、定められた期日までに県に提出しなければなりません。 

もし、定められた期日までに、実績報告書等の提出が確認できなかった場合には、補助金交

付決定を受けていても、補助金を受け取れなくなりますので、必ず期日を守ってください。 

５ 実際に受け取る補助金は、「交付決定通知書」に記載した交付額より少なくなる場合がありま

す。 

交付決定後であっても、実績報告書等の確認時に支出内容に補助対象外経費が計上されてい

ることが判明した場合には、当該支出額を除いて補助対象経費を算出することになります。 

６ 補助事業関係書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

補助事業者は、補助事業に関係する帳簿および証拠書類を補助事業の完了の日の属する年度

の終了後５年間（＝令和12年(2030年)3月31日まで）、県や国の補助金等の執行を監督する会

計検査院からの求めがあった際に、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければなりませ

ん。 
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この期間に、会計検査院等による実地検査等が実施される可能性もあり、補助金を受けた者

の義務として応じなければなりません。また、検査等の結果、仮に補助金の返還命令等の指示

がなされた場合には、従わなければなりません。 

７ 国・県・市町村が助成する他の制度と重複する事業は補助対象となりません。 

同一の内容について、国（ＪＥＴＲＯ等の独立行政法人等を含む。）や県、市町村が助成す

る他の制度（補助金、委託費等）と重複する事業は補助対象事業となりません。 

８ 個人情報の使用目的 

提供いただいた個人情報は、補助事業採択時における一部情報の公表及び以下の目的のた

め、県、商工会・商工会議所との間で共有します。 

（１） 経営活動状況等を把握するための調査（事業終了後のフォローアップ調査を含む。） 

（２） その他補助金事業の遂行に必要な活動 

９ アンケート調査等について 

本補助金の採択事業者等に対し、補助金を活用して取り組む事業やその効果等を把握するた 

めのアンケート調査（補助事業完了後のフォローアップ調査含む。）を実施することがありま

すので、その際は御協力をお願いします。なお、アンケートに際して御提供いただいた情報

は、統計処理を行い、個人を特定できない形で公表する場合があります。 

また、必要に応じて事業の成果の発表、事例集等への御協力をお願いしますので、あらかじ

め御了承ください。 

10 その他 

申請・補助事業者は、本公募要領及び交付要領、ウェブサイト等の案内に記載のない細部に

ついては、熊本県からの指示に従うものとします。 
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Ⅰ 本事業について 

 

１ 事業の目的                                      

第三者承継に伴う企業評価等及び後継者が行う販路開拓や生産性向上等の取組みについて、その

経費の一部を支援することにより、地域に必要とされる中小企業等の廃業を防ぎ、安定的な雇用の

場を確保し、将来にわたって活力が維持される地域の創出を図ることを目的とします。 

 

２ 補助対象者                                          

本事業の補助対象者は、次の（１）から（４）に掲げる要件をいずれも満たす者です。 

（１）熊本県内で事業承継（事業譲渡契約）を予定する者であること 

今後、事業資産を引き継ぐ予定の小規模事業者（※）（全部ではなく一部の事業を承継

する場合も対象）。なお、個人事業主の場合は青色申告者に限る。 

※ただし、資本金５億円以上の法人に直接又は間接に１００％の株式を保有されている場合や直

近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が１５億円を超える場合は除く。 

 

（２）次の①から④に掲げるいずれにも該当しない者であること 

①法人等（個人または法人をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）であるとき、または法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員または支店もしくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者をい

う。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）である 

②役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしている 

③役員等が、暴力団または暴力団員に対して、資金等を供給し、または便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与していると 

④役員等が、暴力団または暴力団員であることを知りながら、これと社会的に非難される

べき関係を有している 

※本事業への申請の際に、「熊本県事業承継・後継ぎ支援事業補助金の交付を受ける者として不

適当な者」に該当しないことを誓約いただくことを必須とします。 

 

（３）商工会・商工会議所等による計画書作成や事業承継の支援を受けていること 

補助事業計画書の作成や事業承継をするにあたり、地域の商工会又は商工会議所等の支

援を受けていること。 

 

   （４）県税に未納がないこと 

県税の納税証明書の交付は、最寄りの各広域本部、各地域振興局及び熊本県自動車税 

事務所の窓口で行っています。 
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３ 補助対象事業                                     

補助対象となるのは、次の（１）及び（２）に掲げる要件をいずれも満たす事業であること

とします。 

（１）策定した事業計画に基づき、円滑な事業承継の実施を図るための取組みであること。 

（２）以下に該当するものではないこと。 

・同一内容の事業について、国（ＪＥＴＲＯ等の独立行政法人等を含む。）や県、市町村が

助成する他の制度（補助金、委託費等）と重複する事業 

 

４ 補助率等                                       

本補助金に係る補助率等は以下のとおりです。 

補助率 補助対象経費の３分の２以内 

補助上限額 ５０万円 

   （注）本制度は補助事業であり、支払いを受けた補助金については、原則として、融資のよ

うに返済の必要がありません。 

 

５ 補助対象経費                                     

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすものとなります。 

①使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費  

②証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

③交付決定日以降に発生し事業実施期間中に支払った経費 

補助対象となる経費は、円滑な事業承継の実施に要する費用の支出に限られます。 

補助事業期間中に支払等があっても、実際の受講が補助対象期間外であれば、当該経費は補

助対象として計上できません。 

 

（２）経費の支払方法について 

補助対象経費の支払方法は銀行振込が原則です。補助金執行の適正性確保のため、旅費 

や現金決済のみの取引（代金引換限定のサービス等）を除き、１取引１０万円超（税抜き） 

の支払は、現金支払いは認められません。自社振出・他社振出にかかわらず、小切手・手形 

による支払いは不可です。また、補助事業者から相手方へ資金の移動が確認できないため、 

相殺（売掛金と買掛金の相殺等）による決済は認められません。 

クレジットカードによる支払は補助対象期間中に引き落としが確認できる場合のみ認めら 

れます（購入品の引き取りが補助対象期間中でも、口座からの引き落としが補助対象期間 

外であれば、補助対象外経費となります。分割払いにより、補助事業期間中に支払が完了せ 

ず、所有権が補助事業者に帰属しない物品購入も対象外です。リボルビング払いの物品購入 

も、補助事業期間中に当該リボルビング払いが全て完済しない限り対象外です。）。 

決済は法定通貨でお願いします。仮想通貨・クーポン・（クレジットカード会社等から付 

与された）特典ポイント・金券・商品券（プレミアム付き商品券を含む）の利用等は認めら

れません。 

なお、代表者や従業員が、個人のクレジットカードで支払いを行う場合は「立替払い」と 

なりますので、①上記のクレジットカード払い時のルール（補助対象期間中に引き落としが 
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確認できることが必要）、及び②補助事業者と立替払い者間の精算（立替払い者への立て替 

え分の支払い）が補助対象期間中に行われること、の双方を満たさなければなりません。 

 

（３）電子商取引等について 

電子商取引を行う場合でも、上記（１）③のとおり「証拠資料等によって金額が確認でき

る経費」のみが対象となります。 

取引相手先によく確認し、補助金で求められる、見積、契約、履行、支払いといった流れ

で実施し、適切な経理処理の証拠となる書類（取引画面を印刷したもの等）を整理・保存・

提出ができることを把握してから取引をしてください。 

実際に経費支出を行っていたとしても、取引相手先の都合等により、日付が確認できる取

引画面を提出できない、契約内容等が確認できる画面が取得できない、補助対象経費として

計上する取引分の請求額が判明する書類が提出できない等の場合には、補助対象にできませ

ん。 

また、いわゆる電子マネーでの支払いをしようとする場合でも、補助事業者からの支出で

あることに加え、上記と同様、補助金で求められる、一連の経理処理の証拠となる書類を整

理・保存・提出ができるものであることが必要です。 

 

（４）補助対象となる経費は次に掲げる経費であり、これ以外の経費は本事業の補助対象外となり 

ます。また、補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計額となります。 

親族内承継・親族外（従業員等）承継 

①委託費 ○以下①～③に係る経費 

①株価等企業価値算定 

②課題分析等コンサルティグ 

③事業承継計画策定を専門事業者に委託して行う際の経費 

②謝金 ・上記①②③に関して必要な，専門事業者に支払われる経費（委託契約に

よらない場合） 

③旅費 ・上記①②③に関して必要な会議等に出席するため，補助事業者が支出し

た経費又は専門事業者に支払われる経費（委託契約によらない場合） 

第三者承継（Ｍ＆Ａ等） 

①委託費 ・アドバイザリー契約に基づく着手金 

・中間金（月額報酬等） 

・成功報酬等 

・株価等企業価値算定に係る経費 

・デューデリジェンスに係る経費 

・不動産鑑定に係る経費 

など 
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（５）（４）に掲げる各費目に係る経費以外は、補助対象外となります。また、（４）に掲げる経

費においても、下記に該当する経費は対象となりません。 

・補助事業の目的に合致しないもの 

・必要な経理書類を用意できないもの 

・交付決定前に契約及び支払い（前払い含む）等を実施したもの 

・自社内部の取引によるもの 

・駐車場代や保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

・電話代、インターネット利用料金等の通信費 

・金融機関などへの振込手数料（ただし、発注先が負担する場合は補助対象とする。）、代 

引手数料、インターネットバンキング利用料、インターネットショッピング決済手数料等 

・商品券・金券の購入、仮想通貨・クーポン・（クレジットカード会社等から付与された）ポ 

イント・金券・商品券（プレミアム付き商品券を含む）での支払い、自社振出・他社振出に

かかわらず小切手・手形での支払い、相殺による決済 

・補助金応募書類・実績報告書等の作成・送付・手続きに係る費用 

・上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

（６）その他、補助対象経費全般に関する留意事項 

・補助事業を行うにあたっては、当該事業について区分経理を行ってください。補助対象経費

は当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が

確認できるもののみとなります。 

 

６ 申請手続き                                      

（１）受付期間 

受付開始：令和６年（２０２４年)４月２５日（木） 

受付締切：令和６年（２０２４年)６月２８日（金）午後５時必着 

 

（２）提出先 

〒862-8570 熊本市中央区水前寺6-18-1 

      熊本県商工労働部商工雇用創生局 商工振興金融課  

※必ず封筒等に「熊本県事業承継・後継ぎ支援事業（事業承継準備支援事業）応募書

類」と御記載ください。なお、申請書類等の返却はいたしません。 

 

 （３）応募書類（原本1部） 

      Ⅲ応募申請書類（１２ページ参照）で定めるものを、御提出ください。 

      ※必要に応じて追加資料の提出および説明を求めることがあります。 

 

（４）補助金申請～交付の基本的な手続きの流れ 

①補助金（補助事業計画作成）に係る相談 

 <相談先>地域の商工会又は商工会議所等（９～１０ページ参照） 
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②補助金の交付申請（事業計画書一式を郵送で提出） 

   ・事前に商工会又は商工会議所による提出書類の確認を受けること 

③交付決定 

   ・【県】交付決定通知を発送 

④補助事業の実施 

 ・事業の実施及び経費の支出 

⑤補助事業の完了後に実績報告書を提出 

   ・報告時には開業しておくこと 

  ・事前に商工会又は商工会議所による提出書類の確認を受けること 

⑥交付確定 

 ・【県】交付確定通知書を発送 

⑦請求書提出 

⑧補助金の交付 

 

＜留意点＞ 

本事業は、事業者自身が補助事業計画等の作成時や補助事業実施の際に、支援機関である

商工会・商工会議所等の支援を直接受けることで、持続的な発展につなげることを目的とし

ているため、社外の代理人のみで、商工団体への相談や支援を依頼することはできません。 

 

７ 交付決定                                        

（１）交付決定 

提出資料について、内容確認を行い、交付案件を決定します。 

（２）結果の通知 

応募事業者全員に対して、交付又は不交付の結果を通知します。 

交付案件については、補助事業者名、代表者名、補助事業名、事業概要、住所、業種、

法人番号（法人の場合）及び補助金交付申請額を公表することがあります。 

※交付結果の内容についての問い合わせには応じかねます。 

 

８ 事業実施期間等                                      

交付決定日から実施期限（令和７年（２０２５年）１月１５日）までです。 

・上記実施期限までの間で、事業を完了（補助対象経費の支払いまで含みます。）した日か

ら３０日を経過した日、又は令和７年（２０２５年）１月３１日のいずれか早い日までに

事業内容及び経費内容を取りまとめ、「実績報告書」を提出しなければなりません。 

・提出いただいた資料に基づき、順次精算手続きに入ります。 

 

９ 補助事業者の義務                                   

交付決定となった事業者は、以下の条件を守らなければなりません。また、公募要領１～２

ページ記載の「重要事項」について、十分に御留意ください。 

（１）交付決定額について 

・交付申請書の記入にあたっては、消費税等仕入控除税額を減額して申請しなければなりま
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せん（消費税および地方消費税相当額を予め補助対象経費から減額して申請を行う）。 

・交付決定を受けても対象外経費の計上が発見された場合には、当該支出を除いて補助金交

付額の確定をします。 

 

（２）事業計画内容や経費の配分変更、事業廃止について 

・交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分や内容を変更しようとする場合、又は補助事

業を中止（一時中断）、廃止（実施取りやめ）をする場合は、事前に県の承認を得なけれ

ばなりません。 

 

（３）補助金の交付について 

・補助事業を完了したときは、実績報告書を提出しなければなりません。 

・実施した事業内容の審査と経費内容の確認等により交付すべき補助金の額を確定した後、

精算払いとなります（本事業では、概算払いは認められません）。 

 

（４）補助対象事業の経理 

・補助事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証拠書類については、補助事業完

了後、当該年度の終了後５年間（令和１２年（２０３０年）３月３１日まで）保存しなけ

ればなりません。 

 

10 その他                                        

・補助事業の進捗状況確認のため、県が実地検査に入ることがあります。また、補助事業完了

後、補助金使用経費にかかる総勘定元帳等の帳簿類や設備等の検査に入ることがあります。 

・原則として、補助事業完了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の確認ができな

い場合については、当該物件等に係る金額は補助対象外となります。 

・補助事業完了後、会計検査院が実地検査に入ることがあります。この検査により補助金の返還

命令等の指示がなされた場合には、これに従わなければなりません。 

・補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補

助金の交付決定の取消・返還命令（加算金の徴収を含む。）、不正の内容の公表等を行うこと

があります。また、法令に違反していることが明らかな場合、当該法令による罰則のほか、交

付決定取消や交付済み補助金の全額返還（加算金付き）等の処分を受ける可能性があります。 

・交付決定時に補助事業実施に係る注意点等を記載した「補助事業の手引き」を配布します。補

助事業実施前に「補助事業の手引き」を必ず確認のうえ、事業を実施してください。 
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Ⅱ 参考資料 

【参考１】商工会・商工会議所一覧 
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【参考２】みなし大企業について 

次のいずれかに該当する者は｢みなし大企業｣として、本事業の補助対象外とします。 

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業※が所有している中小 

企業者 

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

※ここでいう大企業は、中小企業基本法に定義する中小企業者以外のものです。 

ただし、以下の者は大企業として取り扱いません。 

・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 

・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

Ⅲ 応募申請書類  

※提出書類等の作成・送付に係る費用は補助対象外であり、申請者の方に御負担いただきます。 

申請書類等の返却はしませんので、必ず控えを保持してください。 

※提出書類に不備がある場合は、審査の対象とならないことがありますので、御注意ください。 

※提出書類や部数に漏れがないかチェックを付したうえで応募申請書類とともに御提出ください。 

※提出書類は全て支援機関（商工会・商工会議所）の確認を受けてから御提出ください。 

 

支援機関確認 □ 下記の提出書類（内容を含めて）について、

必ず商工会、商工会議所の確認を受けてくだ

さい 

商工会・商工会議所名 

［            ］ 

担当者氏名 

［            ］ 

 
 提出書類 

 提出物 備考 

□ 

「熊本県事業承継・後継ぎ支援事業補助金交付申

請書」 

 

交付要項 別記第１号様式 

□ 
「補助事業計画書」 

 

交付要領 別記様式２ 

□ 

「熊本県事業承継・後継ぎ支援事業補助金収支予

算書」 

 

交付要項 別記第２号様式 

□ 

【被承継者に係る資料】 

（個人）住民票 

（法人）履歴事項全部証明書 

 

（個人）申請月発行のもの 

（法人）３カ月以内発行のもの 

□ 

【被承継者について】 

承継前の経営が反映された確定申告書控えの写し 

（個人）確定申告書Ｂ第一表・第二表、所得税青

色申告決算書（１～４面） 

（法人）確定申告書別表第一、別表第二、別表

四、貸借対照表、損益計算書 

承継前の経営が反映された年度の

税務署受付印があるもの 

□ 

【委託等に係る資料】 

（委託の場合） 

仕様書及び見積書 

（専門家活用の場合） 

 依頼書及び見積書 

委託内容又は依頼内容及びその金

額が分かるもの 

 


